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Ⅱ．学会誌『平和研究』第 30 号―47 号に見られる日本平和学会 
1．学際的、多義的、批判的な日本平和学会 
2．学会誌第 30号～第 47号（2005年∼2016年）の分析 
3．学会 10年間の中心的な論点：「平和を再定義する」、「積極的平和」 
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ニューズレターなど）そして学会誌 30 号―47 号合わせて 10 年間の研究を基づき、日本平和学会
([PSAJ])の組織、理念、研究の視点、主張あるいは活動などを論じていく。 
1973年に設立された日本平和学会は会員数が 800名以上である。学会の研究、目的、主張などにつ
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いて、以下のように説明していく。まず、学会の会則と設立趣意書から見ていく。会則では「第 1条 本












実践 、②憲法と平和 、③アジアと平和（旧：東南アジア） 、④植民地主義と平和（旧称：市民と平
和）、⑤軍縮・安全保障 、⑥アフリカ 、⑦環境・平和 、⑧平和教育 、⑨ジェンダーと平和 、⑩平
和文化 、⑪発展と平和 、⑫難民・強制移動民研究 、⑬非暴力 、⑭グローバルヒバクシャ 、⑮平和
と芸術 、⑯公共性と平和 、⑰ジェノサイド研究 、⑱平和運動 、⑲戦争と空爆問題 、⑳琉球・沖縄・
島嶼国及び地域の平和である。 
また、論説と声明も設置されている。論説の方は「安保法制 100の論点」と「平和フォーラム」二







平和への権利の現在 、４．集団的自衛権と平和 」という四つの部分を分けている。 
そして五つの声明も打ち出したが、全体的に見ていくと、1．沖縄辺野古米軍基地建設の即時中止を
求める声明（2015 年 11 月 27 日）、2．安全保障関連法案に反対する日本平和学会理事会有志による
声明（2015 年 9 月 4 日）3．北星学園大学と非常勤講師・植村隆氏に対する脅迫事件（2014 年 11 月
15 日）、4．集団的自衛権行使を可能にする解釈改憲に反対する緊急声明（2014 年 6 月 20 日）、5．
                                                          
1日本平和学会会則 https://www.psaj.org/本学会について/会則/ 
2日本平和学会設立趣意書 昭和 48年 9月 
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特定秘密保護法案に反対する会員有志による声明文（2013年 12 月 5 日）である。 
日本平和学会は日本国内における平和研究や活動が行うだけではなく、国際への連携も進んでいる。
主要な組織は国際平和研究学会(IPRA: International Peace Research Association)とアジア太平洋
平和研究学会(APPRA: Asia-Pacific Peace Research Association)である。 
 
2.学会誌第 30 号～第 47 号（2005 年~2016 年）の分析 
日本平和学会の学会誌『平和研究』の第 30 号―47 号を研究対象として、巻頭言の要約とそれに関
する日本国内外の事件と日本平和学会の対応の時間軸について、2005 年から 2016 年まで日本平和学
会研究の様子を整理する。 
表 
日本国内外の動向  日本平和学会の対応 
2005年度 
国連創設 60周年 
春季研究大会   /  秋季研究集会 
30 号:【人道支援と平和構築】（2005 年 11 月
刊 
2006年度 
9 月 11 日 9.11 米同時多発テロから 5 年目に迎
える 




８月 15日 戦後 62周年を迎えた日 





9月 21日 国連「国際平和デー」 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
33号:【国際機構と平和】（2008年 11月刊） 
2009年度  
4月 オバマ大統領 プラハ演説「核なき世界」 
8 月 1 日 フィリピン元大統領コラソン・アキノ
が亡くなる 




4月 米、露「新 START条約」締結 
5月 NＰT再検討会議開催 
6月 4日 鳩山由紀夫内閣が総辞職 
6月 8日 菅内閣が発足 
9月 17日内閣改造、改造内閣発足 




1月 14日 菅改造内閣終了 
3月 11日 東日本大震災 
9月 2日 野田内閣 
12月 16日「収束宣言」発表 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
37 号:【世界で最も貧しくあるということ】
（2011年 10月刊）  
36号 : 【グローバルな倫理】（2011年 5月刊） 
2012年度 
1月 13日 野田内閣 
6月 4日 野田第 1次改造内閣 
7 月 野田政権下の国家戦略室フロンティア分科
会 「能動的な平和主義」 
10月 1日 野田第 2次改造内閣 
12月 26日 野田第 3次改造内閣 
第 2次安倍内閣 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
39号:【平和の再定義】（2012年 10月刊）  
38 号:【体制移行期の人権回復と正義】（2012
年 4月刊） 
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12 月 4 日―17 日 「積極的平和主義」の明示と
規定され 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
特定秘密保護法案に反対する会員有志による




APPRA （ The Asia-Pacific Peace Research 




9月 3日 第 2 次安倍内閣 
9月 19日 安倍政権『平和安保法制』 
12月 24日 第 2次安倍改造内閣 
 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
北星学園大学と非常勤講師・植村隆氏に対する
脅迫事件 （2014年 11 月 15 日） 
集団的自衛権行使を可能にする解釈改憲に反













10月 7日 第 3次安倍内閣第 1次改造内閣 
第二次世界大戦・アジア太平洋戦争終結 70周年 
春季研究大会   /  秋季研究集会  
論説安保法制 100の論点 2015年 8 月 15日（第
３次安倍政権が 2015年 5月に閣議決定） 
平和フォーラム 2015年 5 月 14日―18日 
沖縄辺野古米軍基地建設の即時中止を求める
声明（2015年 11月 27日） 
安全保障関連法案に反対する日本平和学会理






Asia-Pacific Peace Research Association）
研究大会（2015年 10 月 9-11 日、ネパール、カ
トマンドウ） 
2016年度 
8月 3日 第 3 次安倍第 1次改造内閣 
8月 3日から 2017年 8 月 3日まで 
第 3次安倍第 2次改造内閣 
 
春季研究大会 /  秋季研究集会  
47 号：【脱植民地化のための平和学】（2016
年 11月刊）  
46 号:【東アジアの平和の再創造】（2016 年 7
月刊） 
国 際 平 和 研 究 学 会 (IPRA: International 
Peace Research Association)2016 年大会（フ
リータウン・シエラレオネ） 
2017年度 春季研究大会 /  秋季研究集会 
出典：日本平和学会編『平和研究』早稲田大学出版部 第 30号（2005 年 11月）―47号（2016年 11月） 
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3日本平和学会編 『創刊号』特集：「平和研究の方法」（1976年 3月刊）日本経営出版会 pp.7 
4同上 
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3.学会 10 年間の中心的な論点：「平和を再定義する」、「積極的平和」 
10年間の平和研究を踏まえて、日本平和学会の研究は基本的に学会の会則と設立趣意書に基づいて
進んでいることが理解できた。その中で中心的な論点及び資料は学会誌第 39 号と 45 号であると考え


















                                                          
5日本平和学会編『平和研究』第 5号「会長に就任して」1980 年 9月刊 日本経営出版会（pp.7－pp.8） 
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Ⅲ．学会誌 39 号、45 号に見られる「平和を再定義する」と「積極的平和」の意味 
学会誌 30号―47号を掲げた 10年間の研究の中に、興味が持つそして中心的な部分である学会誌第
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そして学会内における複数の平和の定義の共存・競合・切磋琢磨の重要性を語っている」6、すなわち、
39号が提示されたように、平和の多義性と学会の「学際的」研究姿勢をしている。 































策と戦後日本 1972～1994――記憶と記録の中の日米安保』（千倉書房、2016 年）（pp.93）。 
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⓻2013年 12 月 17日に、第二次世界大戦後初めてとなる国家戦略（大戦略）として、国家安全保障

















                                                          
8伊藤憲一（1991年 11月）『「二つの衝撃」と日本』（PHP 研究所刊）の一節「消極的平和主義と積極的平和主義」
（pp.117-120） 
9公益財団法人総合研究開発機構（そうごうけんきゅうかいはつきこう、英称：Nippon Institute for Research 
Advancement、通称：NIRA）は、国政、国際関係、地域を中心として、政策提言を行っている日本の政策研究機関
である。 
10第 32政策提言積極的平和主義と日米同盟のあり方 日本国際フォーラム（2009 年 10月） 
11 <フロンティア分科会報告書>あらゆる力を発露し創造的結合で新たな価値を生み出す「共創の国」づくり 内閣
官房（2012 年 7月 6日） 
12第 37政策提言積極的平和主義と日本の針路 日本国際フォーラム（2014 年 8月） 
13日本平和学会編 第 34号 : 【アジアにおける人権と平和】（2009 年 11月刊）早稲田大学出版部 巻頭言 平
和のための安全保障を求めて p．v 
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3.安倍政権の「積極的平和主義」とは 
2017 年 11 月、第四次安倍内閣が発足している。日本平和学会は安倍政権が提唱している「積極的
平和主義」について、疑問や批判を続いている。2013年 12 月 17日に第 2 次安倍内閣が決定された「積
極的平和主義」はどのようなことであるか。 


























                                                          
14新語時事用語辞典 ―積極的平和主義の意味・解説 https://www.weblio.jp/content/積極的平和主義 
15君島東彦『安倍政権の基本政策として「積極的平和主義」という言葉をよく聞きますが、これは何なのでしょう
か」』2015 年 8月 15日 
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まず、藤田 明史は『安倍首相の国連演説での「積極的平和主義」という言葉について』に 2013 年























の英訳として、「proactive contribution to peace」という言葉を使っています。非軍事、非暴力を
含意する「pacifism」という英語は使えないわけです。わたしたちは絶えず「平和主義」あるいは「平
和」が何を意味しているのか、吟味する必要があります。」18と指摘された。  
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義に反するものであって、到底許されない。」20の意見を強く出した。また、連合会は 2005 年 11 月
11日の第 48回人権擁護大会における「立憲主義の堅持と日本国憲法の基本原理の尊重を求める宣言」、









                                                          
19同上 
20日本弁護士連合会「集団的自衛権の行使容認に反対する決議」(2013 年 5月 31日) 
21同上 
22内田樹「立憲デモクラシーの会、７月４日の記者会見 (内田樹の研究室)」(2014 年 7月 15日). 
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和主義」について述べられている。第 2 章で述べたように「能動的な平和主義」が言及されている声
明、文章は 2.2節に掲げている 2012年 7月に野田政権が提唱した「能動的な平和主義」を含めている
安全保障政策と第 39号に挙げられたフロンティア分科会・平和のフロンティア部会の『＜平和のフロ



















１．日本平和学会会則 https://www.psaj.org/本学会について/会則/（2017年 9 月 5日） 
２．昭和 48年 9月『日本平和学会設立趣意書』https://www.psaj.org/本学会について/設立趣意書/
（2017年 9 月 5日閲覧） 




５．日本平和学会編『平和研究』第 5号「会長に就任して」1980年 9月刊 日本経営出版会（pp.7－
pp.8） 
６．君島東彦『安倍政権の基本政策として「積極的平和主義」という言葉をよく聞きますが、これは
何なのでしょうか。』（2015年 8 月 15日）（日本平和学会「安保法制 100の論点」・安倍政権の
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「軍事化」政策 21）（2017 年 9月 15日閲覧） 
７．日本平和学会『ニューズレター：「平和を定義する力を平和研究に取り戻す」石田淳』（第 19
巻第 1号 2010年 4 月 25日）https://www.psaj.org/刊行物/ニューズレター/（2017年 9月 23日
閲覧） 
８．第 32政策提言「積極的平和主義と日米同盟のあり方」日本国際フォーラム（2009 年 10 月 22 日）
（2017年 9 月 23日閲覧）         https://www.jfir.or.jp/j/activities/pr/pr.html 
９．第 37政策提言「積極的平和主義と日本の針路」 日本国際フォーラム（2014年 8月 5日）（2017
年 9月 23日閲覧）https://www.jfir.or.jp/j/activities/pr/pr.html 
10．<フロンティア分科会報告書>あらゆる力を発露し創造的結合で新たな価値を生み出す「共創の国」
づくり 内閣官房（平成 24年７月 11日） 
11．集団的自衛権の行使容認に反対する決議”.日本弁護士連合会 (2013年 5 月 31 日) 
https://www.nichibenren.or.jp/activity/document/assembly_resolution/year/2013/2013_1.htm
l（2017年 9 月 27日閲覧） 
12．“立憲デモクラシーの会、７月４日の記者会見 (内田樹の研究室)”内田樹 (2014年 7 月 15 日). 
http://blog.tatsuru.com/2014/07/15_0953.php（2017年 9月 27日閲覧） 
13．伊藤憲一『「二つの衝撃」と日本』（PHP研究所刊）の一節「消極的平和主義と積極的平和主義」
（pp.117-120）（1991年 11 月）（2017年 9月 28日） 
14．真田尚剛「防衛官僚・久保卓也とその安全保障構想――その先見性と背景」河野康子・渡邉昭夫
編『安全保障政策と戦後日本 1972～1994――記憶と記録の中の日米安保』（千倉書房、2016年）
（2017年 9 月 28日閲覧） 
15．藤田 明史『安倍首相の国連演説での「積極的平和主義」という言葉について』『トランセンド研
究』 11巻 2号掲載（2013年 12月発刊）（2017年 9 月 26 日閲 覧） 
16．日本平和学会編『平和研究』第 34号 : 【アジアにおける人権と平和】（2009年 11月刊）早稲
田大学出版部 巻頭言 平和のための安全保障を求めて ｐ．ｖ 
17．日本平和学会編『平和研究』早稲田大学出版部 第 30号（2005 年 11月）－第 47号（2016年 11
月） 
 
